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総務省関係

構想(プ
ロジェク
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提案主体名 構想(プロジェクト)の名称 規制特例提
案事項管理
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規制の特例事項 規制所管省庁関連省
庁

第1次回答

1001 三重県議会議会改
革推進会議

二元代表制下の議会活性化構想 1001010 県議会議長への県議会招集権の付与 総務省 Ｃ

1001 三重県議会議会改
革推進会議

二元代表制下の議会活性化構想 1001020 県議会議員の複数常任委員会への所属 総務省 Ｃ

1001 三重県議会議会改
革推進会議

二元代表制下の議会活性化構想 1001030 県議会への附属機関の設置 総務省 Ｃ

1001 三重県議会議会改
革推進会議

二元代表制下の議会活性化構想 1001040 知事が行う専決処分の要件の見直し 総務省 Ｃ

1004 京丹後市 市町村の参加又は民間資金の募集・投入による広域幹線道路整
備等公共事業の自立的促進構想

1004010 地方財政法に係る規制緩和（ミニ公募債やＰＦＩ法人の設立等による適用
の明確化、合併特例債の適用対象についての規制緩和を含む）

総務省 Ｃ

1005 京丹後市 市民との共生によるまちづくり特区～国境を越え、京丹後市のまち
づくりでひとつになる～

1005010 永住外国籍市民への地方参政権付与 総務省 Ｃ

1021 鳥取市、鳥取市に
おけるコミュニティ
ＦＭ局設立のため
の委員会

鳥取市コミュニティＦＭ放送特区構想（再提案） 1021010 コミュニティ放送の空中線電力の上限基準の緩和(（再提案） 総務省 Ｃ

1021 鳥取市、鳥取市に
おけるコミュニティ
ＦＭ局設立のため
の委員会

鳥取市コミュニティＦＭ放送特区構想（再提案） 1021020 コミュニティ放送の中継局設置基準の緩和（再提案） 総務省 Ｃ

1030 松原市 多様な人材活用による市税財源確保構想 1030010 市長が特に吏員相当と認めた市の非常勤の職員に徴税吏員を委任 総務省 Ｃ
1045 足立区 文化産業・芸術新都心構想 1045010 地方財政再建促進特別措置法施行令第１２条の３第７号の規定の拡張 総務省 Ｃ
1047 豊橋市 とよはし行政サービスアップ構想 1047010 徴税業務の嘱託化 総務省 Ｃ
1047 豊橋市 とよはし行政サービスアップ構想 1047020 公的年金等支払報告書の電子データ提出 総務省 Ｄ－１
1054 新井市 日本郵政公社を利用した市外市税債権の確保構想 1054010 日本郵政公社を利用した市外市税債権の確保事業 総務省 Ｃ
1062 福井市 不死鳥福井特区（よみがえれ不死鳥のまち福井） 1062010 激甚災害の指定を受けた災害の被災地を行政区域に含む市による宝く

じ発売の実施
総務省 Ｃ

1089 長野県 市民政府特区 1089010 地方公務員の勤務条件（勤務時間）の根本基準の特例 総務省 Ｃ
1089 長野県 市民政府特区 1089020 職員の任期を定めた採用の特例 総務省 Ｃ
1089 長野県 市民政府特区 1089030 地方公務員の休職の特例 総務省 Ｃ
1096 稲城市 ライフサイクルコスト重視の行財政経営 1096010 長期契約の導入 総務省 Ｅ
1096 稲城市 ライフサイクルコスト重視の行財政経営 1096020 一般競争入札等にＤＣＦ法を利用しライフサイクルコスト入札を可能とす 総務省 Ｄ－１
1101 特定非営利活動法

人ピッキオ
軽井沢町「人とクマとの共存」特区 1101050 IC－TAGによるクマ自動放探システム 総務省 Ｃ

1104 宮崎市 固定資産評価事務の外部委託 1104010 固定資産税の評価事務の特例 総務省 Ｃ
1105 宮崎市 衆議院議員総選挙の期日に行われる最高裁判所裁判官の国民審

査の期日前・不在者投票の衆院選と同時実施構想
1105010 宮崎県において、次期衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官の国

民審査から、国民審査の期日前・不在者投票を衆院選と同時に実施で
きるようにする。

総務省 Ｃ

1106 宮崎市 宮崎市区域の複数期日前投票所において電気通信回線(専用回
線）を通じての選挙人名簿の対照の実施構想

1106010 宮崎市区域の複数期日前投票所において電気通信回線（専用回線）を
通じての選挙人名簿の対照ができるようにする。

総務省 Ｃ

1111 長崎県 公の施設の指定管理者に対する地方公務員の派遣容認特区 1111010 「公の施設」の指定管理者となった民間事業者に対する公益法人等への
派遣制度の適用

総務省 Ｃ

1111 長崎県 公の施設の指定管理者に対する地方公務員の派遣容認特区 1111020 「公の施設」の指定管理者となった民間事業者に対する特定法人への退
職派遣制度の適用

総務省 Ｃ
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1115 関西電力株式会社
堺港発電所

休止タンクに対する消防設備法定点検緩和事業 1115010 休止タンクに対する消防設備法定点検の緩和 総務省 Ｃ

1116 関西電力株式会社
堺港発電所

石油コンビナート事業所におけるオイルフェンス等備付基準の緩和
事業

1116010 石油コンビナート事業所におけるオイルフェンス等設置基準の緩和 総務省 Ｃ

1120 町田市 徴税事務委任拡大構想 1120010 徴税事務委任拡大構想 総務省 Ｃ
1124 市川市 寄附金特区 1124010 寄附金特区 総務省 Ｃ
1125 市川市 プライバシー保護特区 1125010 プライバシー保護特区 総務省 Ｃ
1127 羽咋市 家族の郵便窓口代理申請特区 1127010 郵便局における地方公共団体の特定事務の取り扱いに対する請求者の

制約の緩和
総務省 Ｃ

1130 鶴岡市 地域産木材活用推進構想 1130010 地方公共団体における随意契約の要件の拡大 総務省 Ｃ
1141 ㈱市姫商事 IT情報基地特区 1141010 宝くじの収益配分方法の見直し等 総務省 Ｃ
1147 岡山県、勝山町、

久世町
「地産地消型のＥ３ガソリン」社会実験事業 1147020 Ｅ３の製造に係る特例措置 総務省 Ｃ

1178 武生市 地域自治振興特区 1178010 地域自治組織の自動車所有可能化事業 総務省 Ｄ－１
1187 茨城県 投票率向上のための期日前投票所の閉鎖時刻繰下げ構想 1187010 期日前投票所の閉鎖時刻の繰下げ 総務省 Ｃ
1194 松山市、中島町 島文化あじわい特区構想 1194010 季節使用型宿泊施設における簡易な消防設備等の容認事業 総務省 Ｃ

1194 松山市、中島町 島文化あじわい特区構想 1194020 18GHｚ帯の公共業務用無線の民間開放許可 総務省 Ｄ－１

1196 酒田市、酒田エフ
エム放送㈱

災害・行政情報伝達強化コミュニティＦＭ放送特区 1196010 コミュニティ放送の空中線電力（出力）の上限基準の緩和 総務省 Ｃ

1199 青森県 医師の新たな採用配置機構創設特区構想 1199010 派遣職員の退職金の取扱いについて、地方自治法第252条の17第３項
（派遣をする地方公共団体の負担）の適用除外

総務省 Ｃ

1210 鳥取県 独立行政委員会自由化特区 1210010 都道府県に置く行政委員会の自由化 総務省 Ｐ
1213 特定非営利活動

（NPO）法人東京賢
治の学校 自由ヴァ
ルドルフ・シューレ

教育改革特区「廃校を活用しての幼・小・中・高一貫の特色ある小
規模学校」の設置

1213030 指定管理者制度の指定先の範囲拡大 総務省 Ｅ

1217 埼玉県 個人県民税徴収促進化構想 1217010 個人県民税徴収取扱費交付金の算定方式変更 総務省 Ｃ
1229 三次市 共生推進三次特区 1229010 永住外国籍市民への地方参政権付与 総務省 Ｃ
1230 三次市 若い力で“みよし”を改革特区 1230010 満１８歳以上の市民への地方参政権付与 総務省 Ｃ
1246 株式会社東京リー

ガルマインド
株式会社大学特区 1246020 一般の事務棟を大学のキャンパスとして利用する場合についての消防

法の緩和
総務省 Ｃ

1252 草加市 地域防災テレビ特区（災害時におけるテレビ空きチャンネルを利用
した地域情報の発信）

1252010 地域防災テレビ特区（災害時におけるテレビ空きチャンネルを利用した
地域情報の発信）

総務省 Ｃ

1253 草加市 定住外国籍市民への地方参政権付与 1253010 定住外国籍市民への地方参政権付与 総務省 Ｃ
1255 草加市 職員リクルート特区（臨時的任用職員への正式任用機会の提供） 1255010 職員リクルート特区（臨時的任用職員への正式任用機会の提供） 総務省 Ｃ
1257 草加市 ノンストップ地方行政特区（複数年度ローリング予算制度の導入） 1257010 ノンストップ地方行政特区（複数年度ローリング予算制度の導入） 総務省 Ｃ
1262 志木市 地方自治解放特区 1262010 市町村長制の必置規定の廃止 総務省 Ｃ
1262 志木市 地方自治解放特区 1262030 基本構想の策定義務の廃止 総務省 Ｃ
1262 志木市 地方自治解放特区 1262040 予算単年度主義の廃止 総務省 Ｃ
1262 志木市 地方自治解放特区 1262070 臨時職員の期間延長 総務省 Ｃ
1262 志木市 地方自治解放特区 1262080 地方公務員の勤務条件の弾力化 総務省 Ｄ－１
1262 志木市 地方自治解放特区 1262090 一般職員の任期付採用条件の弾力化 総務省 Ｃ
1264 大阪府 高度電子自治体構築特区 1264010 クレジットカードによる納付の容認 総務省 Ｃ
1264 大阪府 高度電子自治体構築特区 1264020 チャージャブル方式の電子証紙による納付の容認 総務省 Ｃ
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1274 名越切通一体地域
／巡礼古道保存と
周辺山林保全復元
署名の会

「世界遺産都市の観光とまちづくり・・・古都特区」構想 1274090 「古都保存市債」発行の広域行政化による、逗子鎌倉共同市債発行 総務省 Ｅ

1278 多治見市 公益作業従事による美化推進のまちづくり 1278010 地方自治法第十四条第３項による普通地方公共団体の条例に違反した
ものに対する行政処分として、公益作業を伴なう罰則規定を設ける。

総務省 Ｃ

1279 多治見市 郵政官署による市町村事務受託特別区域 1279010 郵政官署法で取り扱う市の事務範囲の拡大 総務省 Ｄ－１，Ｃ

構想(プ
ロジェク
ト)管理

提案主体名 構想(プロジェクト)の名称 規制特例提
案事項管理
番号

規制の特例事項 規制所管省庁関連省
庁

1134 京都府 「京都海外人材特区」構想 1134014 「京都海外人材特区」構想（ＪＥＴプログラム実施要領の改正） 総務省外務省文部科
学省

Ｄ－１

1224 静岡県 ベンチャー支援財団等投資特区構想 1224010 公益法人による株式保有の禁止の緩和 総務省経済産業省 Ｃ
1052 佐賀市 電子自治体構築のための職員給与等の支払い効率化特区 1052010 給与・賃金等の支給について、「通貨」払を規定している現行法（「労働

基準法第24条第1項」及び「地方公務員法第25条第2項」）の適用基準の
総務省厚生労働省 Ｃ

1165 士幌町 安全・安心特区 1165010 国民健康保険の賦課（課税）限度額の撤廃 総務省厚生労働省 Ｃ
1025 有限会社アーバ

ン・デザイン中川設
計室

地方公共団体の慣例的建築物発注形態に対する是正提案 1025010 地方公共団体発注公共事業入札時に民間参画方式PU（ピックアップ）方
式

総務省国土交通省 Ｃ

1092 小田原市 土地利用活性化特区構想 1092010 土地開発公社の事業用地、代替用地の売却等処分にかかる制限の撤 総務省国土交通省 Ｃ
1281 武生市 里地里山再生特区（有償運送） 1281010 交通機関空白の過疎地における有償運送可能化事業 総務省国土交通省 Ｄ－１
1047 豊橋市 とよはし行政サービスアップ構想 1047030 公売制度の弾力化 総務省財務省 Ｃ
1079 NPO法人 湘南に

新しい公立学校を
創り出す会

民立公援型の学校設立特区 1079010 NPO法人立学校への県費負担教職員の無期限派遣 総務省文部科学省 Ｃ

1200 杉並区 新しいタイプの学校（小中一貫校）の創設 1200030 公立小中学校を地方独立行政法人に管理委託する。 総務省文部科学省 Ｃ
1200 杉並区 新しいタイプの学校（小中一貫校）の創設 1200040 公立小中学校の管理を委託する地方独立行政法人の理事長の任命に

際して設立団体の教育委員会が関与する。
総務省文部科学省 Ｃ

1200 杉並区 新しいタイプの学校（小中一貫校）の創設 1200050 公立小中学校の管理を委託する地方独立行政法人への中期目標など
の規定の適用除外

総務省文部科学省 Ｃ

1231 東京都 「首都東京・高度専門技術者育成特区」構想 1231010 公立大学法人による高専設置制限の緩和 総務省文部科学省 Ｃ
1262 志木市 地方自治解放特区 1262020 教育委員会の必置規定の廃止 総務省文部科学省 Ｃ
1276 多治見市 住民参加型の教育特区 1276010 住民参加型の学校運営委員会の独立機関化 総務省文部科学省 Ｃ
1276 多治見市 住民参加型の教育特区 1276020 教育委員会の権限である校長、教職員の任命権、人事権を住民参加型

の学校運営委員会に委任
総務省文部科学省 Ｅ

1276 多治見市 住民参加型の教育特区 1276030 学校の管理運営の予算編成、執行権限を住民参加組織の学校運営委
員会委任

総務省文部科学省 Ｃ

1056 松江学園通り商店
街振興組合　 理事
長　新宮広海株式
会社山陰合同銀行

松江街づくり振興くじ～ＴＯＷＮ　ＬＯＴＯ（トロ）～ 1056010 地元金融機関との連携による民間事業者の宝くじ販売の許可 総務省法務省 Ｅ

1216 埼玉県 不動産取得税課税資料収集効率化構想 1216010 課税資料収集方法の変更 総務省法務省 Ｅ
1059 ふるさと銀河線存

続運動連絡会議
ふるさと銀河線ＤＭＶ特区構想 1059020 コミュニティ・ファンド創設に係る自治体基金活用の規制緩和 金融庁総務省法務省 Ｅ
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